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新たな監督指導手法の試行について 

 

 経済社会の構造変化が進展し、企業間競争の激化や近時の経済情勢を反映して

企業を取り巻く経営環境は悪化し、これまで以上に事業場における労働条件の適

正化が重要な課題となっている中で、労働基準監督機関としては、監督指導を中

核とする各種行政手法を駆使して法定労働条件の履行確保を図っているところ

である。しかしながら、現下の課題に、より適切に対応するためには、現在の監

督水準を質量ともに向上させることが必要であることから、今般、①これまで以

上に幅広い対象に対して丁寧な指導を行うことができるよう監督能率を高めた

手法による監督指導を一定程度計画的に行うこと、②広域的に事業活動を展開す

る企業の各支店等に共通してみられる問題点を解消するため効率的な監督指導

を行うこと、③監督指導内容の複雑･困難化等に対応した監督実施体制の強化に

よる厳正かつ的確な監督指導を実施することを内容とした新たな監督指導手法

を下記１のとおり取りまとめたところである。 

 ついては、これら監督指導手法の効果や問題点を検証し、その内容をより的確

なものとするため、平成 22 年度は、下記２の労働局（以下「試行局」という。）

において、これら監督指導手法を試行することとしたので、その実施に万全を期

されたい。 

 また、試行局以外の労働局においては、これを了知されるとともに、企業単位

監督（下記１（２））については、その実施に当たって必要な協力をお願いする。 

 

記 

 

1 年 保 存 

秘  

有  ・  無 期 限  

平成 22 年２月 17 日から 

平成 23 年２月 16 日まで  



１ 新たな監督指導手法 

（１）労働条件集合監督 

非工業的業種の中小規模の事業場を対象として、基本的な労働条件の枠組

みに係る問題点に関し、法令の関係規定の内容に関する理解の促進と問題点

の速やかな是正を図らせるため、より多くの事業場に対して集中的な監督指

導を行うことができるよう、原則として、集団指導、自主点検を前置して実

施する集合監督方式による監督指導を実施する。 

（２）企業単位監督 

   全国に多数の支店等を有する比較的大規模な企業であって、支店等におい

て共通した労働条件確保上の問題点がみられるものを対象として、全国の労

働基準監督機関が保有する対象企業に係る情報を一元的に把握・分析した上

で、当該企業の本社を管轄する試行局において、本社に対する監督指導を強

力かつ厳正に行うことによって、全社的な是正を確実に行わせ、もって企業

全体の法定労働条件の履行確保を図らせていくという監督指導を実施する。 

（３）チーム監督 

   監督能率の確保と厳正かつ的確な監督指導の実施等の観点から、監督対象

の特性を踏まえた一定の基準に基づき一定数の労働基準監督官による実効

ある監督指導を実施する。 

 

２ 試行局 

北海道労働局、東京労働局、新潟労働局、岐阜労働局、大阪労働局、広島労

働局及び鹿児島労働局 

なお、企業単位監督（上記１（２））に関しては、試行局（対象企業の本社

を管轄する局）は、東京労働局及び大阪労働局とする。 


